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貸 借 対 照 表 
平成３０年３月３１日現在 

（単位：千円） 

科   目 金 額  科   目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

約 定 見 返 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

繰 延 税 金 資 産 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 ・ 備 品 

リ ー ス 資 産 

 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 

  繰 延 税 金 資 産 

 

4,913,022 

3,589,866 

1,140,079 

129,642 

211 

36,644 

16,579 

 

46,400 

25,204 

11,421 

9,437 

4,345 

 

9,872 

1,448 

8,424 

 

11,323 

333 

228 

10,761 

 

流 動 負 債 

預 り 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

 

特 別 法 上 の 準 備 金 

金融商品取引責任準備金 

 

1,188,097 

959,109 

1 

39,321 

16,700 

154,257 

17,978 

729 

 

37,897 

10,289 

23,700 

3,907 

 

972 

972 

負 債 合 計 1,226,967 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

 利 益 準 備 金 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

3,732,455 

3,000,000 

732,455 

15,000 

717,455 

717,455 

純 資 産 合 計 3,732,455 

資 産 合 計 4,959,423 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,959,423 
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損 益 計 算 書 
平成２９年４月 １日から 

平成３０年３月３１日まで 

 

                                   （単位：千円） 

科   目 金 額 

営 業 収 益 

受 入 手 数 料 

委 託 手 数 料 

取 扱 手 数 料 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

金 融 収 益 

金 融 費 用 

1,534,079 

758,353 

118,569 

365,940 

273,844 

775,559 

166 

－ 

純 営 業 収 益 1,534,079 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

取 引 関 係 費 

人 件 費 

不 動 産 関 係 費 

事 務 費 

減 価 償 却 費 

租 税 公 課 

そ の 他 

1,117,041 

259,593 

512,786 

156,027 

112,804 

6,046 

57,922 

11,861 

営 業 利 益 417,037 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

2,099 

11 

経 常 利 益 419,126 

特 別 損 失 

金融商品取引責任準備金繰入 

固 定 資 産 除 却 損  

295 

295 

0 

税 引 前 当 期 純 利 益 418,830 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

142,889 

△7,787 

当  期  純  利  益  283,728 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
平成２９年４月 １日から 

平成３０年３月３１日まで 

 

    （単位：千円） 

 

株  主  資  本 

純資産 

合計 資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 3,000,000 15,000 433,726 448,726 3,448,726 3,448,726 

当期変動額  

 当期純利益 - - 283,728 283,728 283,728 283,728 

当期変動額合計 - - 283,728 283,728 283,728 283,728 

当期末残高 3,000,000 15,000 717,455 732,455 3,732,455 3,732,455 
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個 別 注 記 表 
 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

 

１．デリバティブの評価基準及び評価方法 

  時価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。 

 

（２）無形固定資産 

   無形固定資産は、定額法を採用しております。 

 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰

属する額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期末要支給

額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

 

（４）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の５の規定及び金融商品取

引業等に関する内閣府令第 175 条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

４． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕   

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

  外国為替取引の担保として、「定期預金」200,000 千円を差し入れております。 

 

２．資産に係る減価償却累計額 

  有形固定資産の減価償却累計額             47,675 千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                    1,471,906 千円 

  短期金銭債務                       6,229 千円 

  

４．当座貸越契約 

株式会社百五銀行と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の貸付極度枠、借入実行額は以下のとおりです。 

       貸付極度枠                                 10,000,000 千円 

       借入実行額                                    －   千円  

       差  引  額                                 10,000,000 千円 

 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高                   149,042 千円 

  営業取引以外の取引による取引高                271 千円 

 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

  普通株式                       60,000 株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

（１）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

① 配当金の総額     未定 

② １株当たりの配当額  未定 

③ 基準日        平成 30 年 3 月 31 日 

④ 効力発生日      未定 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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〔税効果会計に関する注記〕 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

     賞与引当金                         5,427 千円 

          未払事業税               9,973 

     退職給付引当金            3,106 

     役員退職慰労引当金          7,155 

     一括償却資産                322 

     その他                  1,355 

   繰延税金資産合計                      27,340 

   繰延税金資産の純額            27,340 千円 

 

 

〔金融商品に関する注記〕 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

   当社は、一般個人、事業法人等を対象に金融商品取引業を行っています。顧客との取引にあたっ

ては顧客の買付資金を約定時に受取ることを基本としているため、業務遂行にあたり殆ど資金調達

は行っておらず、当事業年度末残高もありません。 

   また、投資勘定はもとよりトレーディング（商品）勘定についてもポジションを持たない運営方

針としており、当事業年度末においていずれも残高はありません。デリバティブ取引については、

顧客との外貨建取引における為替リスクヘッジの目的から、為替予約取引のみを行っております。 

   したがって、当社における主な金融商品は事業にともなう顧客からの預り金とそれに伴い発生す

る普通預金、外貨預金等が中心となります。 

   上記より、金利変動リスク、外国為替変動リスクは限定的であり、ＶａＲの算出、ＢＰＶの算出

による管理は行っていませんが、金融商品取引法の法令に基づき管理を行っています。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

   当社が保有する金融資産は主として、普通預金、当座預金、定期預金、外貨普通預金等銀行に対

する預金であり、決済用預金ならびに預金保険制度でカバーされる金額を除き預金先の信用リスク

に晒されています。しかしながら、定期預金を含め期間はすべて６カ月以内の短期のものであり、

金利変動リスクは極めて小さくなっています。その他、金融商品取引法第 43 条の２に基づき、お客

様からお預かりしている金銭等を預託金として顧客分別金信託勘定にて信託銀行に信託しています。 

   証券取引にあたり顧客より受入れた預り金については、当社は全額返還する義務を負っています。

預り金については上記顧客分別金信託として信託しています。一部外貨建のものとなっております

が、同通貨の外貨普通預金もしくは他の金融資産を保有しており当社として金利リスク、為替変動

リスクは極めて小さくなっています。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社は、金融商品取引法その他関連法令、当社が規定する管理諸規定に基づき、金融機関を
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はじめとする業者間取引について取引先リスク管理を行っています。 

証券取引、デリバティブ取引等取引先毎に限度額を設定した上で、取引額総額についても限度

額を設定しています。信用リスクの状況については、日次で計数を把握、月次で開催されるリ

スク管理委員会で報告、必要に応じ取締役会等に上申することとなっています。その他取引先

の状況については、経営管理部を主管部署とし信用情報等に留意しています。 

②市場リスクの管理 

・金利リスク管理 

金融商品取引法その他関連法令に従い、管理しています。 

・為替リスク管理 

顧客との証券取引に伴い発生した為替リスクについては、為替予約取引を利用する等個別取

引毎にヘッジしています。 

    ・価格変動リスク管理 

     投資有価証券、トレーディング（商品）有価証券等を保有しない方針です。 

    ・デリバティブ取引 

     為替予約取引のみとなっております。また、振当処理は行っていません。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

流動性リスク管理の観点から親会社である百五銀行で当座貸越枠の設定を行っています。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。  

                               （単位：千円） 

区 分 
貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

① 現金・預金 3,589,866 3,589,866 ― 

② 預託金 1,140,079 1,140,079 ― 

③ 預り金 （959,109） （959,109） ― 

   (※) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。  

  （注）金融商品の時価算定方法に関する事項 

  （１）①現金・預金及び②預託金 

短期と認められる預金及び預託金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっています。 

  （２）③預り金 

期間の定めのない預り金及び預り期間が１年以内のものについては、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっています。 

 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

   親会社及び法人主要株主等 

                                        （単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

（注１）、（注２） 

取引金額 

（注３） 
科目 

期末残高 

（注３） 

親会社 株式会社 

百五銀行 

被所有 

直接 100％ 

金融商品取引の

仲介等 

 

役員の兼任 

 

手数料等の支払 112,066 未払費用 6,218 

家賃等の支払 36,744 未払費用 － 

用度品の購入等 231 未払費用 11 

利息の支払 － 借入金 

未払費用 

－ 

－ 

利息の受取 271 現金・預金 

未収収益 

1,471,863 

42 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１）仲介手数料や施設の賃借料については、取引実勢に基づいて一般的取引条件で決定しております。 

(注２）資金の借入や資金の預入における利率については、市場金利を勘案して一般的取引条件で決定して

おります。 

(注３）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。
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〔１株当たり情報に関する注記〕 

 

１株当たり純資産額                  62,207 円 59 銭  

１株当たり当期純利益                   4,728 円 81 銭  

 

 

以 上 

 


